
令和５年度事業報告 

 
事業概要 

 シルバー人材センター事業（以下「シルバー事業」という。）は、急速に少子高齢化が進む

中、地域社会を活性化する中核事業として、より一層の発展・拡充が期待されているところで

ある。 

このような中、「第５次中期事業基本計画」を活動指針とし、行政をはじめとする関係機関や

地域社会の支援を受けながら、「自主・自立、共働・共助」の基本理念のもとに会員及び役職員

が一体となって事業運営を強化・拡充し、地域社会の活性化に貢献する公益性の高い事業を展

開してきた。 

猛威を振るってきた新型コロナウイルス感染症は、昨年５月８日に「２類相当」から「５類

感染症」になり、法律に基づき行政が関与する仕組みから個人の自主的な取り組みを基礎とす

る対応に変わり、通常の社会活動に戻ってきた。 

このような中、令和２年度から中止していた役員による企業訪問を４年ぶりに実施するとと

もに、令和元年度から中止していた安全大会を「第２３回安全大会」として５年ぶりに開催し

た。 

令和５年度の受託事業に労働者派遣事業の実績を加えた総実績額は、前年度より 3,525千円

増の 305,185千円（前年度対比 101.2％）となった。 

また、会員の拡大に向けて、毎月第２、第４火曜日に開催している入会説明会に加え、入会

説明会で使用している説明用のパワーポイント（令和５年４月版）に説明音声を録音した電磁

的記録を作成し、記録を視聴した者を入会説明会に出席をしたものみなすことする等、入会の

機会の拡大に努めるとともに、普及啓発活動を積極的に展開した。 

入会説明会の参加者は、昨年度よりも 10人少ない 194人（前年度対比 95.1％）であったが、

新規入会者が退会者を上回り、会員数は、昨年度より 17人多い 734人となった。 

地域社会の期待に応えるためには、会員の拡大は不可欠であり、今後ともより一層、会員の

拡大に向けて、取り組みを展開していく。 

なお、受託事業と労働者派遣事業を合わせた就業率は 87.5％（会員数 734人中、総合就業実

人員 642人）であった。 

令和５年１０月１日に適格請求書等保存方式（インボイス制度）が施行され、会員に支払っ

た配分金に課税された消費税を仕入税額控除することができなくなった。 

消費税法の経過措置期間中である令和５年度は、支払配分金に含まれる消費税の２０％に当

たる額の消費税を納税するところから、その財源を確保するため、事務費率を１％引き上げて

１１％とした。 

また、令和５年５月１２日に「特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律（フリー

ランス・事業者間取引適正化等法）」が公布され、本センターは、公布の日から起算して１年６

月を超えない範囲内において政令で定められる日から、会員に給付の内容、報酬の額、支払期

日等を書面又は電磁的方法により明示しなければならなくなった。 

本センターは、フリーランス・事業者間取引適正化等法に対応するため、会員との通信手段

のデジタル化を推進して業務の効率化と経費の削減を図ることとし、令和６年１月から本セン

ターの会員専用サイトへの登録を会員にお願いするとともに、２月上旬から３月上旬まで登録



サポート会場を設置してサイトへの登録を進めた結果、同年３月末現在の登録者は、387 人に

達した。 

令和４年１１月に厚生労働省から試案として示されたフリーランス・事業者間取引適正化等

法を見据えた請負・委任に係る契約方法の見直し（案）は、その後、調整され、昨年１１月に

都道府県知事に送付された。 

本センターは、見直し（案）に幾多の課題を見出す中、対応を検討したが、結論を得るには

至らなかった。 

令和４年度から５年間の本センターの活動指針として策定した「第５次中期事業基本計画」

は、会員数、受託事業の契約高及び派遣事業の受注件数を除き、目標を達することができなか

った。 

 

【第５次中期事業基本計画に対する実績】 

 

 

1 事業実施報告 

(1) 就業機会提供事業 

① 雇用によらない就業機会の提供 

    高齢者にふさわしい地域に密着した仕事を一般家庭、民間企業及び公共団体等から有

償で引き受け、会員の能力や希望等に応じて請負又は委任という形式で就業機会の提供

に努めた。 

    令和５年１０月５日に鳥取県の最低賃金が改正され、大幅に引き上げられた。 

受託事業の業務に従事する場合、最低賃金法は適用されないが、他の労働者の雇用や

就業機会の浸食を引き起こすことがないよう、配分金の額を最低賃金の水準以上に保つ

必要があるため、受注見積基準表の見直しを行い、令和６年４月１日から施行すること

とした。 

    令和６年度からインボイス制度が通年施行されること及び令和６年度中に施行される

フリーランス・事業者間取引適正化等法に対応するため、令和６年４月１日から事務費

率を１％引き上げ、12％に改正することとした。 

受託事業については、剪定や除草、屋内清掃作業等の受注量が拡大したことにより、

契約金額は 261,759千円（前年度対比 100.9％）と増加した。 

    指定管理者として受託した駐輪場管理運営業務の実績は下記のとおりである。 

項   目 
令和５年度 

目標値 実 績 

会員数（人） 705 734 

就業率（％） 91.5 87.3 

受
託
事
業 

受注件数（件） 5,450 5,257 

契約高（千円） 250,200 261,759 

就業延人員（人日） 54,720 53,400 

派
遣
事
業 

受注件数（件） 78 101 

契約高（千円） 51,300 43,426 

就業延人員（人日） 9,390 9,161 



   ア 鳥取市営鳥取駅高架下第１、第２自転車駐車場（駐輪場）の指定管理者として    

再指定（３期目）され、令和５年度で３期目の５年間の指定管理期間が満了した。 

この間、これまで培ってきたノウハウを活かしながら、利用者サービスの向上と適

正な管理運営に努めた。  

 学生の利用者が年々減少する中、利用者の確保に努めたが、当初収入計画 14,336,000

円に対し、14,190,455円（達成率 99.0％）にとどまった。 

イ 提案事業であるパンク等の修理を行う「自転車有料修理サービス」は、代用自転車

の貸し出しと迅速な対応がお客様に好評で 118 件、173,800 円の実績をあげることが

できた。  

ウ 鳥取市から譲渡を受けた放置自転車の修理再生を行い、18台を市民に提供し、会員

の就業機会の拡大と資源の再利用に努めた。 

エ 無施錠自転車をなくすため、注意喚起ポスターやノボリを設置するとともに、鳥取

警察署の協力を得て啓発活動を行った。 

また、令和５年４月１日からすべての自転車利用者に乗車用ヘルメット着用の努力

義務が課されたところから、４月と９月にヘルメット着用の啓発用パンフレットを配

布した。 

② 雇用による就業機会の提供 

適正就業の推進及び高齢者への幅広い就業ニーズの対応を図るため、労働者派遣事業

（以下「シルバー派遣事業」という。）及び職業紹介事業による就業機会の提供に努めた。 

シルバー派遣事業は、派遣件数 101 件、派遣実人員 124 人、派遣就業延人員 9,161 人

日、派遣契約金額は、前年度より 1,285千円増の 43,426千円（前年度対比 103.0％）と

なった。 

今後も、今まで以上に会員の就業能力や資質を高めていくとともに、専門的な知識や

会員の経験を活かすことができる就業場所の確保に努めていくこととする。 

なお、職業紹介事業については、求人、求職ともになかった。 

 

（2） 研修・技能講習事業 

シルバー事業の基本理念及び仕組み等に対する理解を深めるための研修会及び就業に

必要な技能や知識を習得するための技能講習会を開催するとともに、高齢者の特殊詐欺

被害防止と対策のための講座を開催した。 

 

(3) 安全・適正就業推進事業 

高齢者の就業に当たっては、安全就業を基本とし、事故防止対策に組織をあげて取り組

まなければならない。 

高齢者が安全かつ適正に就業できるよう安全就業対策の徹底及び就業形態の適正化を

図った。 

① 会報「シルバーとっとり」への啓発記事の掲載や職群班会議における注意喚起等、あ

らゆる機会をとらえて積極的に事故防止対策に取り組み、事故の発生抑制に努めたが、

剪定作業中の傷害事故が３件、草刈作業中の飛石による事故が５件発生した。 

② 会員連絡網を活用して、剪定作業や草刈り・除草作業に就く会員に熱中症の注意喚起

等、緊急度の高い情報を速やかに伝え、安全確保を行った。 



③ 会員の安全意識の高揚と就業中又は就業途上における事故防止のため、安全・適正就

業部会が不定期で「安全就業の日」に安全パトロールを実施した。 

特に７月の「安全・適正就業強化月間」には役員も参加し、安全指導を行った。 

④ 「第２３回安全大会」を開催し、就業ルールを再確認するとともに、個人情報の適正

な取り扱い等について、周知を図った。 

 

(4) 普及啓発事業 

地域社会にシルバー事業を広くＰＲすることにより、シルバー事業の意義や活動内容等

が正しく理解されるよう普及啓発活動を積極的に行った。 

① 鳥取市報に特集記事を掲載し、シルバー事業を広く地域にＰＲした。 

② １０月の全国シルバー人材センター事業普及啓発促進月間にあわせて街頭でのパンフ

レット配布や地域イベントへの参加等、シルバー事業のＰＲに努めた。 

③ 会報「シルバーとっとり」を年２回発行するとともに、啓発用パンフレットのリニュ

ーアルやホームページの更新等、活動内容をよりわかりやすく情報提供するよう努めた。 

④ YouTubeを利用した動画を配信し、就業の拡大及び会員の拡大に努めた。 

⑤ 鳥取市役所の「窓口用封筒」に広告を掲載し、本センターの普及啓発に努めた。 

⑥ 地元新聞社のタブロイド版に本センターの活動内容を紹介するとともに、広告を掲載

し、シルバー事業をＰＲした。 

 

 (5) 就業分野の開拓・拡大事業 

就業機会の拡大のため、高齢者の希望に応じた多様な就業機会の開拓に努めた。 

また、地域班連絡協議会を通じて会員ひとり一人が積極的に就業開拓に取り組むことを

依頼し、会員の運営参画による就業機会の拡大に努めた。   

① 役員が事業所を訪問し、日頃のお礼と継続利用をお願いするとともに、事業所からの

要望等のヒアリングを行った。 

② 鳥取商工会議所が発行している会報紙に事業所向け啓発用パンフレットを折込み委託

し、積極的に新規就業先の拡大を図った。 

 

 (6) 福祉家事援助・子育て支援事業の推進  

高齢者が長年培ってきた豊かな経験と知識を活用し、地域社会の要望を踏まえながら、

鳥取市と連携して地域密着型の事業を展開し、地域社会の活性化に貢献した。 

① 高齢者の日常生活を支える家事援助サービスに対応することができるよう、会員交流

会及び各種講習会を開催した。 

② 子育て支援事業の一環として毎月１回「にこにこ広場」を開催した。 

この事業は、子育て世代を応援する目的で、平成２２年からボランティアで定期開催

しているものである。 

「にこにこ広場」は、0～3歳の乳幼児と保護者を対象に会員が子育ての知識や経験を生

かして、乳幼児と遊び、保護者の相談相手になっている。 

また、保護者もお互いに情報交換を行う等、子育て世代から感謝の言葉をいただいて

いる。 

  ③ 「鳥取市子育て支援ネットワーク」のメンバーとして、健診ボランティアに協力する



とともに、子育て支援者会議に参加し、他の登録団体と情報交換を行った。 

 

 (7) 社会参加活動推進事業 

高齢者の社会参加活動を支援するため、市内の公共的施設等の清掃ボランティア作業を

行い、地域社会に貢献するとともに、シルバー事業の社会的意義の周知に努めた。 

令和５年度は、令和２年度から新型コロナウイルス感染拡大防止のため、実施を見送っ

ていた「地域班合同ボランティア作業」を１０月の普及啓発促進月間にあわせて４年ぶり

に実施した。 

 

(8) 調査研究事業 

   会員の就業実態及び運営状況等について発注者の評価を伺い、今後の事業運営に反映さ

せるため、発注者満足度アンケート調査を実施し、お客様に提供するサービス内容の改善

に努めた。 

 なお、調査結果は、会報「シルバーとっとり」及びホームページで市民に公表した。 

 また、毎月事業実績等各種データの集計及び分析を行った。 

 

(9) 相談、情報提供事業 

入会を希望する高齢者のために毎月２回入会説明会を実施するとともに、就業に関する

相談や定年後の就業や社会参加を希望する高齢者のために情報を提供した。 

また、「用瀬取次所」を活用して、地域住民に情報提供を行い、地域活性化に努めた。 

  ① 地元新聞社のタブロイド版に本センターの活動内容を紹介するとともに、ホームペー

ジを適宜更新して情報提供に努めた。  

② 鳥取市及びハローワーク鳥取が主催する生涯現役促進事業「からだ測定会＆働き方相

談会」に協力団体として参加し、高齢者のニーズにあった働き方についてアドバイスし

た。 

  ③ センター事業紹介パンフレットをリニューアルし、入会促進を図った。 

 

 (10) 組織の活性化と運営体制・財政基盤の強化 

① 理事会、専門部会及び各委員会等 

    役員は、定款に定める総会、理事会の開催と規程等に基づく各種会議や研修会を開催

し、公益社団法人として適正かつ円滑な運営に努めた。 

理事は、専門部会（組織部会、普及啓発部会、事業推進部会、安全・適正就業部会、

女性部会）のいずれかに所属し、分野ごとで職務を遂行するとともに、鳥取県シルバー

人材センター連合会主催の研修会に参加し、研鑽に努めた。 

② 地域班・職群班活動 

地域班連絡協議会を年５回開催するとともに、地域班会議、職群班会議を開催し、会

員相互の連帯意識の高揚と就業ルールの徹底を図った。 

③ 事務局体制の強化 

事務局は、高齢者の就業意向や発注者からの仕事の依頼等、重要な情報が集まる場で 

ある。 

多様化する事務局運営に十分に対応するため、各種研修会や講習会に参加し、職員の



資質と事務能力の向上に努めた。 

 ④ 安定した財政運営の推進 

円滑な事業運営を行うには財政基盤の強化が重要となるため、行政に財政支援を要望

するとともに、会員拡大と受注拡大に取り組み、自主財源の確保に努めた。 

令和６年度からインボイス制度が通年施行されること及び令和６年度中に施行される

フリーランス・事業者間取引適正化等法に対応するため、令和６年度の事務費率を改正

することとした。 

 

 


